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精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた関係者(保健・医療・福
祉関係者）による協議の場として、「精神障害者地域生活支援協議会」を年2回開催。
また、「墨田区地域生活拠点の面的整備等」について各関係機関の実務者による分科
会で協議事項の検討を進め協議会に提言し、オールすみだの取組みを実施している。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業

墨田区における精神保健福祉包括ケアの推進
オールすみだの取組み

墨田区

資料 ５
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墨田区

１１ 墨田区の基礎情報墨田区の基礎情報

基本情報

墨田区

取組内容
・墨田区の基礎資料の作成及び情報共有
・分科会の開催
令和元年度「住まいの確保支援について」
令和2年度「墨田区の拠点整備について」

・精神障害者地域生活支援協議会 年2回
・自立支援協議会 年2回
・墨田区障害者福祉計画（第6期）
※ 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築

令和元年度に保健、医療及び福祉関係者による協議の場として
「精神障害者地域生活支援協議会」を設置いたしました。この会に
おいて、検討を進めていきます。

※ 地域生活支援拠点等の機能の充実
精神障害者の地域支援を行う面的な体制整備を進めていきます。
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ
る協議の場の設置状況（R●年●月時点）

（自立支援）協議会の開催頻度（R２年度）

精神領域に関する議論を
行う部会の有無

有・無

有・無

有・無

有・無

（自立支援）協議会の開催頻度
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22 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

墨田区

/・墨田区では、精神障害者が地域で自立した社会生活及び日常生活を送れるよう、近隣区の精神

病床を有する精神科医療機関、区内の医療機関や障害福祉サービス事業所等、地域の関係機関
の実務者で構成されている分科会で検討を進め、協議会に提言し、両輪での取組みを実施してい
る。また、墨田区は「地域移行促進事業」ということで区内指定一般事業所に補助金を新設した。
(23区内初）
１．精神障害者地域生活支援協議会
・本会は年2回実施
・本会及び分科会で協議した「地域生活支援拠点の面的な体制整備」について、墨田区障害福祉
総合計画（6期）に反映した。

２．精神障害者地域生活支援協議会、分科会
・令和元年度「住まいの確保支援について」 ３回実施
・令和２年度「地域生活支援拠点整備について」 ５回実施
・令和３年度「地域生活支援拠点整備について」 第５～６回実施予定
３ 地域移行促進事業
・令和元年度、区内指定一般事業所へ補助金交付事業新設（旅費補助、遠隔地補助、退院者の
安定した地域生活支援補助）23区内初である。
・令和元年度はReMHRADの情報から、墨田区民の入院者が多い病院へアンケート調査を実施。
・令和２年度は区内の指定一般事業所と協働で、病院訪問し、ヒアリングを行う。
・令和２年度、地域移行申請4件
４ 措置入院者等の退院支援 平成30年度モデル実施し、令和元年度から本格実施。
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墨田区

３３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜令和２年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標
目標値
（R2年度
当初）

実績値
（R2年度末）

具体的な成果・効果

① 保健、医療及び福祉関係者による
協議の場の開催回数

協議会：2回
分科会：

3～6回

協議会：2回
分科会：5回

令和元年度に墨田区の精神障害者における地
域の資源や課題を整理した。令和2年度は「拠点

整備」おいて墨田区に必要な資源として、「体験
の機会・場」及び「24時間相談対応」について協
議した。

② 拠点整備に対する課題の整理
分科会の開催回数

分科会：
3～6回

分科会5回 「体験の機会・場」について、入院中から宿泊験
できる場所の確保、「24時間相談対応」について

は、一事業所だけではなく、協定という形態で連
携して実施できないか検討中である。

③・措置入院者等の退院支援件数
(措置入院者退院後支援ガイドライン)

・長期入院者支援のための病院ヒアリング調査
訪問件数
・地域移行促進事業利用者数

支援件数 １１件
支援会議５６回実施

病院ヒアリング調査
訪問 ７件

地域移行促進事業
利用者数 ４件
（その内退院 １件）

新型コロナの影響で、病院訪問ができなかったり、
地域移行の対象者が外出・外泊ができない等の
障壁の中、病院と連携しながら、地道に支援を実
施した。

④ 遠方長期入院者の地域移行支援の件数
中継転院について病院との連携

１件 顔の見える協議会、分科会を行う中で遠方の長
期入院者を近隣区の病院に転院し支援を促進さ
せることができた。
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墨田区精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業
（協議の場における協議内容一覧）

協議する事項
実施の
有無

現状（既存事業及び今年度の新規事業） 課題

課題・方針に対する
行政、医療、福祉、関係機関の

役割
行 医 福 関

ａ
精神障害者の住まいの
確保支援に係る事項

一部
実施

精神障害者のグループホーム；ふるさとの会（３か所ー定員19人）、がじゅまる(1か所－定員4人）
福祉ホーム；ダルク （１か所ー定員７人） 。 R元年度「住まいに関する分科会」を開催し、不動産業の方々と意見交換
する中で、精神障害者への支援の連携を強化し、アパート等の借上げ物件を増やすことにつながった。グループホー
ム期間満了後その居室にそのままアパートとして住むことが可能になったケースも出てきている。

・入居時の保証人の問題や障害者が入居できる住居
の不足
・区内に緊急時の受入れ対応ができる24時間対応の
グループホームがない

行、関 入居時の保証人の問題や障害者が入居で
きる住居の確保

福 地域生活支援拠点整備として、多機能型または
面的整備による24時間対応のグループホーム

ｂ
ピアサポートの活用

に係る事項
一部
実施

・区内事業者でＮＰＯこらーるたいとうの活動
（陽和病院に月2回訪問し、音楽や歌を歌う等、レクレーションを入院患者と一緒に行う。）
・地域活動支援センターⅠ型（友の家）活動
（利用者及び家族の体験を活かしたピアカウンセリングを必要に応じて実施。）

ピアサポーター及びピアサポーターに関わる事業者が不足している。

行、福 ピアサポーター及びピアサポーターに関わる
事業者に対するピアサポートの活用に必要な研修を
実施していく。（人材育成）

ｃ
アウトリーチ支援
に係る事項

一部
実施

・多職種による訪問支援を行い、支援対象者及び家族等の状態に応じて、必要な支援が提供される体制を整備して
いく。
・措置入院者等の退院支援を通じて、関係者会議や個別支援を実施。

既存事業でと都立精神保健福祉センターのアウトリーチ事業やひきこ
もりサポートネット事業はあるが、圏域管轄の全ての区に対応するた
め日程調整が難しい。緊急性、優先度の高いケースの即時対応の限
界。

行、医 精神科医師との十分な連携、区として事業展
開が必要。緊急性、優先度の高いケースに即時対
応。新規導入者の選定、概ね6か月時点における支
援内容の評価等実施

ｄ

措置入院者の退院後
の医療等の継続支援

に係る事項

Ｈ30モデル
実施、

Ｒ元年から
本格実施

「地方公共団体による精神障害者の退院後支援ガイドライン」に基づき実施。墨田区民で措置入院者や、措置入院に
はならなかったが、医療保護入院になった者について、病院の医療相談員や家族を通じて本人にアプローチし退院後
の支援体制を調整する。原則、本人同意ありの方に退院後支援を行う。

措置入院者等について入院先の医師、医療相談員や家族、本人へ制
度の周知を十分に行い、本人同意を得る必要がある。入院と同時に
都に照会し、入院先にアプローチしないと措置解除の方が早い場合が
ある。
支援体制なしで退院すると1年以内の再入院率４０%と高い。

行 措置入院者等について入院先の医師、医療相談
員や家族、本人へ制度の周知を十分に行い、本人
同意を得て、退院後支援を行う

ｅ
入院中の精神障害者
の地域移行に係る事項

R元年から
本格
実施

・区内に入院できる病院は墨東病院（36床）1か所で、区民の多くは近隣区や東京都下、近県の病院 に入院している
状況である。結果、遠方の病院からの退院支援となる。
・地域移行促進事業：区内指定一般事業者へ補助金交付（Ｒ元年度新規、23区内で初）
区内指定一般事業所（錦糸町相談支援センター、地域生活支援センター友の家、相談支援はあと、相談支援セン
ターふるさと）；４事業所
旅費の補助、遠隔地補助、退院者が安定した地域生活支援のための補助金を新設。
・指定一般相談事業者との連携（事業所連絡会等）
・東京都地域移行コーデイネーターとの連絡会実施。
・墨田区民の入院者がいる病院へ長期入院者のアンケート調査をR2.7.1実施。調査回答をもとに、錦糸町相談支援セ
ンター、墨田区保健予防課が連携、病院訪問し退院支援の意向等ヒアリング実施。

・長期入院者は＊157人いるが、退院できる人の掘起しができていな
い。
・遠方の病院に入院しているケースが多い。指定一般事業所が入院
先を訪問し、支援することが困難な最大要因となっている。
障害者福祉計画第５期の中で地域移行支援の目標値は平成３１年度
７人、平成３２年度１０人となっているが、現在４件。

＊１５７人の内訳（ReＭHRAD）
６５才未満 ５９人 うち統合失調症４５人、アルツハイマー３人、他
６５才以上 ９８人 うち統合失調症４８人、アルツハイマー３５人、他

行 長期入院者は157人いるが、退院できる人の掘
起しを行う。地域移行を促進するために指定一般事
業所数の増加と事業所が活動しやすくなるように支
援する。（令和元年度補助金制度新設）
福 退院後の地域で安心して生活できるように地域資
源の見学会をはじめ、体験宿泊等の支援を行う。
行、医 遠方の病院から近隣区の病院へ転院（中継
のため）できる病院と連携していく。

ｆ
精神障害者の家族
支援に係る事項

実施

○墨田区精神障害者家族会（代表 三浦氏）隔月開催し、家族が10人くらい集まって座談会
等を実施。
○向島・本所保健センター事業
・心の病をもつ方の「家族会」 年12回（向島・本所保健センター両所で隔月開催）
・こころの病がある方の家族のための連続講座（３回シリーズ）
・こころの健康相談 向島保健センター１８回、本所保健センター１２回
・依存症相談月１回、思春期相談（専門医、臨床心理士、月1回ずつ）
・保健師地区活動による相談（電話、面接、家庭訪問等）

家族会の会員、担い手が少ない。
８０５０問題で取り上げられているように家族の高齢化も深刻である。 行、医、福

ア）相談を通じて家族のニーズを把握する
イ）協議の場を活用し精神障害者の家族が抱える課題
等を共有化する
ウ）家族が互いに理解できるような合同研修会等を設ける
エ）家族会を後方支援できるようなネットワーク
づくりについて

ｇ
地域移行関係職員に
対する研修に係る事項

一部
実施

・精神障害者地域移行体制整備支援事業；東京都地域生活移行支援会議・圏域別会議に出
席し、相互理解を深める。
（協力病院、行政機関、基幹相談支援センター、指定一般相談支援事業所、都事業者等
参加）
・障害者相談支援事業所に対する連絡会及び研修会の実施（年３回）

研修や講習会等、人材育成の体制整備が十分でない

行、医、福
研修プログラム、回数の充実・強化

ｈ

包括ケアシステムの
構築状況の評価
に係る事項

一部
実施

・相談や協議の場を通じて精神障害者や家族等のニーズの把握
・精神保健福祉資料；「墨田区の福祉・保健」「東京都精神保健福祉の動向」「地域精神保健医療福祉 資源分析デー
タベース（ReＭHRAD）」の活用、分析、評価等の実施

精神障害者を取り巻く医療、障害福祉、介護、住まい、社会参加（就
労）、地域の助け合い、教育についての実態把握が不十分である。

行、医、福、関
精神障害者を取り巻く医療、障害福祉、介護、住まい、社
会参加（就労）、地域の助け合い、教育についての実態把
握が必要

ｉ 普及啓発に係る事項 実施

チラシ、ホームページ、広報等
うつ予防講演会２回、ゲートキーパ－研修８回（一般区民向け、小・中学校生活指導主任、
民生・児童委員、介護事業者スタッフ、児童館スタッフ、薬剤師会会員、精神作業所職員等）、
ＳＯＳ出し方教育（小中学校へ出前講座）、高次脳機能障害についての講演会１回実施
「すみだ健康づくり総合計画」策定時調査、Ｈ２６．９月墨田区在住の２０歳以上の男女対象、うつ病への理解度は前
回調査より全ての理解項目で５ポイント以上高い。

地域住民の精神障害者に対する偏見による近隣苦情等も散見される。
行、福
・地域住民の精神障害への理解促進
当事者や家族等と連携した精神障害の理解
促進に向けた効果的な普及・啓発の促進
・シンポジウム形式等の普及啓発も必要
・すみだ祭りに出展（心のバリアフリー）１０月実施


